
   （ ２８ ） 

平成１７年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成１６年１１月２５日 

上 場 会 社 名         株 式 会 社 横 浜 銀 行 上場取引所(所属部) 東証市場第１部 
コ ー ド 番 号         ８３３２ 本社所在都道府県 神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.boy.co.jp/） 
代  表  者  取締役会長兼頭取  平 澤 貞 昭 
問合せ先責任者  経営企画部主計室長  前 川 洋 二   ＴＥＬ （０４５）２２５－１１１１（大代表） 

中間決算取締役会開催日  平成１６年１１月２５日 中間配当制度の有無             有 
中間配当支払開始日  ― 単元株制度採用の有無   有（１単元 1,000 株） 
 
１． １６年９月中間期の業績（平成１６年 ４月 １日～平成１６年 ９月３０日） 

（１）経 営 成 績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経 常 収 益       経 常 利 益       中間(当期)純利益 
１ 株 当 た り
中間(当期)純利益 

     百万円    ％    百万円     ％    百万円     ％    円   銭 
１６年９月中間期 １２５，６３０(△０．５) ４２，９３６( ２６．１) ２６，４３９( ３１．６) ２０ １２ 

１５年９月中間期 １２６，３７６( ６．９) ３４，０４２(５８１．４) ２０，０７９(５７１．９) １７ ６４ 

１６年３月期 ２４７，４１５      ７８，６９７       ４７，４０９       ４０ ４６ 
  
（注） ① 期中平均株式数 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式 

１６年９月中間期 1,313,712,189 株 96,448,087 株 30,163,934 株 
１５年９月中間期 1,137,933,750 株 140,000,000 株 60,000,000 株 
１６年３月期 1,138,137,613 株 140,000,000 株 60,000,000 株 

 ② 会計処理の方法の変更 無 
 ③ 経常収益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）配 当 状 況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 

 
１６年９月中間期 

１５年９月中間期 

        円  銭 
普 通 株 式 ０ ００ 

普 通 株 式 ０ ００ 
第一回優先株式 ０ ００ 
第二回優先株式 ０ ００ 

 
――― 

――― 
――― 
――― 

 

    
１６年３月期 

 
――― 
――― 
――― 

        円  銭 
普 通 株 式 ５ ００ 
第一回優先株式 ５ ６６ 
第二回優先株式 ９ ４６ 

（３）財 政 状 態 

 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率 
１株当たり       
株 主 資 本       

自 己 資 本 比 率 
（ 国 内 基 準 ）         

 
 

百万円 百万円     ％     円  銭      ％ 
１６年９月中間期 ９，７９４，１１１ ５６０，４７５ ５．７   ３９５ ０２ １０．９０(速報値) 

１５年９月中間期 １０，２８８，８８５ ４９１，９７２ ４．７   ３４４ ４６ １０．７９     

１６年３月期 １０，５０９，３７２ ５５６，２３１ ５．２   ３９４ １３ １０．６１     
 
（注） ① 期末発行済株式数 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式 

１６年９月中間期 1,418,838,199 株    ―――    ――― 
１５年９月中間期 1,137,921,952 株 140,000,000 株 60,000,000 株 
１６年３月期 1,154,089,726 株 140,000,000 株 60,000,000 株 

② 期末自己株式数 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式 
１６年９月中間期 1,007,855 株 30,000,000 株    ――― 
１５年９月中間期    742,268 株    ―――    ――― 
１６年３月期    839,106 株    ―――    ――― 

２． １７年３月期の業績予想（平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金                 
経 常 収 益       経 常 利 益       当期純利益       

 期 末  
 百万円 百万円 百万円    円  銭  円  銭 
通   期 ２４６，０００ ９２，０００ ５５，０００ 普 通 株 式 ５ ００ ５ ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３８ 円 ７６ 銭 

（注意事項） 本資料は、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不
確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、見通しと異なる可能性があることに留意ください。 
業績予想の前提となる仮定等につきましては、添付資料の６ページを参照してください。 



株式会社　横 浜 銀 行

第１４４期中（平成１６年９月３０日現在）中間貸借対照表
（単位：百万円）

科       　　 目 金    　　    額

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 ４０６,９３４ ８,８０２,１９８

コ ー ル ロ ー ン ５３２ ８０,４２８

買 入 金 銭 債 権 １５５,８８７ ３８８

特 定 取 引 資 産 ３０,９３５ ２,０５３

有 価 証 券 １,２９９,５３６ ３４,４７７

貸 出 金 ７,５１０,２５３ １１３

外 国 為 替 ７,２９２ ８５,０００

そ の 他 資 産 ９３,３００ ５９,３５５

動 産 不 動 産 １４７,２３４ ２２,９９５

繰 延 税 金 資 産 ６６,０１６ １４６,６２４

支 払 承 諾 見 返 １４６,６２４ ９,２３３,６３６

貸 倒 引 当 金 △７０,４３７

２１４,８３２

１７６,４４９

１７６,４４９

０

自 己 株 式 処 分 差 益 ０

１３９,８５２

３７,３６４

６６,５２０

３５,９６８

中 間 純 利 益 ２６,４３９

３２,３７２

１４,７２９

△１７,７６２

５６０,４７５

資 産 の 部 合 計 ９,７９４,１１１ ９,７９４,１１１

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

土 地 再 評 価 差 額 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中 間 未 処 分 利 益

資 本 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

金    　　    額 科       　　 目

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

資 本 金

社 債

そ の 他 負 債

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

（ 負 債 の 部 ）

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

（ ２９ ）



株式会社 横 浜 銀 行 

（ ３０ ） 

（注） 
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利
用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準
とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時価により、
スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした額
により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・
子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある
ものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のな
いものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券
の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４．デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

５．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、
主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物   ２年～６０年 
動 産   ２年～２０年 

６．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却し
ております。 

７．新株発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

８．外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社株式を除き、中間決算日の為替相
場による円換算額を付しております。 

９．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債
権及びそれと同等の状況にある債務者（以下､「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のな
お書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力
を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 
破綻懸念先及び下記１８．の貸出条件緩和債権等を有する債務者で、債権の元本の回収及び利息の受取
りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フロー
を当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フ
ロー見積法）により引き当てております。また、上記以外の債務者であっても、従来よりキャッシュ・フ
ロー見積法による引当を行っており、経営改善計画等の期間内にある債務者については、引き続きキャッ
シュ・フロー見積法による引当を行っております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上
しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保
証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、
その金額は１５２，８４２百万円であります。 



株式会社 横 浜 銀 行 

（ ３１ ） 

１０．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上することとしております。 
なお、当中間期末においては、信託財産及び年金資産の合計額が退職給付債務を一時的に超過したため
当該差額をその他資産に計上しております。 
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（２年）による定額法に
より損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１５年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

１１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１２．金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基
準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下
「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有
効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘ
ッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価をすることとし
ております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変
動要素の相関関係の検証により有効性の評価をすることとしております。 
また、当中間期末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品
会計基準適用に関する会計上及び監査上の当面の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
15号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を
用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定した
それぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成15年度から５年間にわたって、資金調達費用
又は資金運用収益として期間配分しております。 

なお、当中間期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は２，７２４百万円、繰延ヘッジ
利益は１，６８３百万円であります。 
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨
建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債
務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、
ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確
認することによりヘッジの有効性を評価しております。 
なお、一部の資産・負債については個別ヘッジを適用しており、繰延ヘッジを行っております。 

１３．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

１４．動産不動産の減価償却累計額 １０２，０８５ 百万円 

１５．動産不動産の圧縮記帳額 １１３，２２３ 百万円 

１６．貸出金のうち、破綻先債権額は１０，５１４百万円、延滞債権額は２１２，８００百万円であります。 
なお､破綻先債権とは､元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97
号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金
であります。 
また､延滞債権とは､未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

１７．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１４，７０５百万円であります。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として３カ月以上遅延
している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

１８．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は５１，６１０百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
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１９．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２８９，６３０
百万円であります。 
なお、１６．から１９．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２０．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は７８，３７６百万円であります。 

２１．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 ３８５，１２６ 百万円 
貸出金   ５，６３８ 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金  ２０，７１３ 百万円 

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証
券１５７，４４３百万円及びその他資産のうちその他の資産８５百万円を差し入れております。 
また、動産不動産のうち保証金権利金は９，３３４百万円であります。 

２２．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上して
おります。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は２，７３１百万円、繰延ヘッジ利益の総額は  
１，７７１百万円であります。 

２３．土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に
計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第１号に定める「地価公示法第６条に

規定する標準地について同条の規定により公示された価

格 」に基づいて、近隣売買事例による補正等合理的な調整

を行って算出 

２４．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金
３０,０００百万円が含まれております。 

２５．社債は、劣後特約付社債であります。 

２６．１株当たりの純資産額  ３９５円０２銭 

２７．商法施行規則第124条第３号を当中間期末に適用し、同号に規定する時価を付したことにより増加した純
資産額は、１７，１５５百万円であります。 

２８．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほ
か、「特定取引資産」中の商品有価証券、並びに「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。
以下３３．まで同様であります。 

売買目的有価証券 

中間貸借対照表計上額 29,118 百万円 

当中間期の損益に含まれた評価差額     84 百万円 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中間貸借対照表 
計 上 額 

時 価 差 額 
うち益 うち損 

社債 11,637 百万円 11,578 百万円 △58 百万円 11 百万円 69 百万円 
合計 11,637 百万円 11,578 百万円 △58 百万円 11 百万円 69 百万円 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはありません。 
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その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 中間貸借対照表 
計 上 額 

評価差額 
うち益 うち損 

株式 139,132 百万円 162,110 百万円 22,978 百万円 37,499 百万円 14,521 百万円 

債券 853,954 百万円 855,739 百万円 1,785 百万円 2,114 百万円 329 百万円 

 国債 303,976 百万円 304,641 百万円 665 百万円 697 百万円 32 百万円 

 地方債 223,210 百万円 223,781 百万円 571 百万円 666 百万円 95 百万円 

 社債 326,767 百万円 327,316 百万円 549 百万円 749 百万円 200 百万円 

その他 178,444 百万円 178,490 百万円 45 百万円 489 百万円 443 百万円 
合計 1,171,531 百万円 1,196,340 百万円 24,809 百万円 40,103 百万円 15,294 百万円 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債１０，０８０百万円を差し引いた額１４，７２８百万円が、
「株式等評価差額金」に含まれております。 
当中間期において、その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比
べて著しく下落したものについては、原則時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみなして、
当該時価をもって中間貸借対照表価額とし、評価差額を当中間期の損失として処理（以下、「減損処
理」という。）しております。当中間期における減損処理額は、４２百万円であります。時価が「著
しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分
ごとに次のとおり定めております。 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 
要注意先 時価が取得原価に比べて３０％以上下落 
正常先 時価が取得原価に比べて５０％以上下落 

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先
及び要注意先以外の債務者であります。 

２９．当中間期中に売却した満期保有目的の債券は次のとおりであります。 

 売却原価 売却額 売却損益 売却の理由 

社債 283 百万円 288 百万円 4 百万円 私募債の買入消却 
合計 283 百万円 288 百万円 4 百万円  

 

３０．当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

売却額 売却益 売却損 
331,997 百万円 11,377 百万円 2,508 百万円 

３１．時価のない有価証券のうち､主なものの内容と中間貸借対照表計上額は､次のとおりであります。 

内 容 中間貸借対照表計上額 
満期保有目的の債券   
事業債 137,205 百万円 

その他有価証券   
事業債 53,599 百万円 
信託受益権 31,813 百万円 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 15,629 百万円 

３２．当中間期中に満期保有目的の債券６０百万円の保有目的を、債券の発行者の信用状態の著しい悪化の理
由により変更し、その他有価証券に区分しております。この変更による経常利益及び税引前中間純利益へ
の影響はありません。 
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３３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりで
あります。 

 
1年以内 1年超 5年以内 5年超 10 年以内 10年超 

債券 449,081 百万円 576,967 百万円 23,387 百万円 8,745 百万円 

 国債 115,140 百万円 188,470 百万円 1,031 百万円 － 百万円 

 地方債 137,981 百万円 85,420 百万円 380 百万円 － 百万円 

 社債 195,960 百万円 303,076 百万円 21,976 百万円 8,745 百万円 

その他 16,311 百万円 92,536 百万円 3,216 百万円 101,098 百万円 
合計 465,392 百万円 669,504 百万円 26,604 百万円 109,843 百万円 

３４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契
約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，３３０，７３９百万円であります。このうち
契約残存期間が１年以内のものが８９６，２８６百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要
に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
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  第１４４期中（ ）中間損益計算書

  科     目 金      額

１２５,６３０

８５,３４５

（ う ち 貸 出 金 利 息） （ ７７,９４８ ）

（ うち有価証券利息配当金） （ ６,１１７ ）

２０,１９４

４３８

８,０７６

１１,５７５

８２,６９３

３,１８５

（ う ち 預 金 利 息） （ １,１２５ ）

５,０５２

３１

３,８７４

４２,７５８

２７,７９０

４２,９３６

１,７１０

６５１

４３,９９６

４,８８９

１２,６６７

２６,４３９

４４,４５３

△ ８３

３４,８４２

３５,９６８

特 定 取 引 費 用

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

中 間 未 処 分 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 中 間 純 利 益

自 己 株 式 消 却 額

（単位：百万円）

中 間 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

平成１６年４月  １日から
平成１６年９月３０日まで

（ ３５ ）
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（注） 
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり中間純利益金額   ２０円１２銭 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額  １７円７４銭 

４．特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を中間損益計算書上
「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等につ
いては前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当中間期末におけ
るみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

５．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額１３，２１７百万円、貸出金償却９，２０３百万円及び株
式等償却２１８百万円を含んでおります。 

６．｢地方税法等の一部を改正する法律｣(平成15年３月法律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16
年４月１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一部が｢付加価値額｣及び｢資本等の金
額｣に変更されることになりました。これに伴い、｢法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上
の表示についての実務上の取扱い｣(企業会計基準委員会実務対応報告第12号)に基づき、｢付加価値額｣及び
｢資本等の金額｣に基づき算定された法人事業税について、当中間期から損益計算書中の｢営業経費｣に含め
て表示しております。 
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 比 較 中 間 貸 借 対 照 表 （ 主 要 内 訳 ）
（単位：百万円）

（資 産 の 部）

現 金 預 け 金 406,934 318,817 88,117 556,756 △ 149,822
コ ー ル ロ ー ン 532 611 △ 79 28,002 △ 27,470
買 入 金 銭 債 権 155,887 131,739 24,148 149,257 6,630
特 定 取 引 資 産 30,935 73,694 △ 42,759 121,130 △ 90,195
有 価 証 券 1,299,536 1,343,209 △ 43,673 1,294,971 4,565
貸 出 金 7,510,253 7,903,194 △ 392,941 7,948,935 △ 438,682
外 国 為 替 7,292 6,497 795 8,080 △ 788
そ の 他 資 産 93,300 93,375 △ 75 109,183 △ 15,883
動 産 不 動 産 147,234 148,646 △ 1,412 148,119 △ 885
繰 延 税 金 資 産 66,016 103,923 △ 37,907 67,697 △ 1,681
支 払 承 諾 見 返 146,624 250,127 △ 103,503 154,390 △ 7,766
貸 倒 引 当 金 △ 70,437 △ 84,952 14,515 △ 77,153 6,716

資 産 の 部 合 計 9,794,111 10,288,885 △ 494,774 10,509,372 △ 715,261

（負 債 の 部）

預 金 8,802,198 9,037,851 △ 235,653 9,154,307 △ 352,109
譲 渡 性 預 金 80,428 99,884 △ 19,456 48,059 32,369
コ ー ル マ ネ ー 388 367 21 908 △ 520
特 定 取 引 負 債 2,053 3,193 △ 1,140 2,617 △ 564
借 用 金 34,477 165,058 △ 130,581 115,004 △ 80,527
外 国 為 替 113 154 △ 41 105 8
社 債 85,000 65,000 20,000 85,000 0
新 株 予 約 権 付 社 債 -                60,000 △ 60,000 53,176 △ 53,176
そ の 他 負 債 59,355 92,725 △ 33,370 316,560 △ 257,205
特 別 法 上 の 引 当 金 -                0 0 0 0
再評価に係る繰延税金負債 22,995 22,550 445 23,011 △ 16
支 払 承 諾 146,624 250,127 △ 103,503 154,390 △ 7,766

負 債 の 部 合 計 9,233,636 9,796,912 △ 563,276 9,953,141 △ 719,505

(資 本 の 部)

資 本 金 214,832 184,806 30,026 188,223 26,609

資 本 剰 余 金 176,449 146,423 30,026 149,839 26,610

資 本 準 備 金 176,449 146,423 30,026 149,839 26,610
その他資本剰余金 0 -                0 -                0
自己株式処分差益 0 -                0 -                0

利 益 剰 余 金 139,852 127,854 11,998 155,468 △ 15,616
利 益 準 備 金 37,364 35,934 1,430 35,934 1,430
任 意 積 立 金 66,520 65,764 756 65,764 756
中間(当期)未処分利益 35,968 26,155 9,813 53,769 △ 17,801
中間(当期 )純利益 26,439 20,079 6,360 47,409 △ 20,970

土 地 再 評 価 差 額 金 32,372 33,226 △ 854 32,289 83
株 式 等 評 価 差 額 金 14,729 8 14,721 30,806 △ 16,077
自 己 株 式 △ 17,762 △ 348 △ 17,414 △ 396 △ 17,366

資 本 の 部 合 計 560,475 491,972 68,503 556,231 4,244

負債及び資本の部合計 9,794,111 10,288,885 △ 494,774 10,509,372 △ 715,261
（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
  ２．当中間期における発行済株式数の増減内容　
　　　　優先株式の買入消却 旧商法に基づき発行された転換社債の転換により普通株式を発行
　　　　　　　消却株式数 60,000 千株 　　 増加株式数 126,497 千株
　　　　　　　取得価額の総額 34,842 百万円 　　 資本組入額 26,564 百万円
　　　　優先株式の転換により普通株式を発行 旧商法に基づき発行された新株引受権（ストックオプション）の行使
　　　　　　　優先株式の減少 110,000 千株 により普通株式を発行
　　　　　　　普通株式の増加 138,225 千株 　　 増加株式数 194 千株

　　 資本組入額 44 百万円

科    目
平成１６年

中間期末(Ａ)

平成１５年

中間期末(Ｂ)

比　　較

(Ａ)-(Ｃ)

比　　較

(Ａ)-(Ｂ)

平成１５年度末

(要約)(Ｃ)

（ ３７ ）



株式会社　横 浜 銀 行

 比 較 中 間 損 益 計 算 書（主 要 内 訳）
（単位：百万円）

125,630 126,376 △ 746 247,415

資 金 運 用 収 益 85,345 87,460 △ 2,115 175,765

（うち 貸 出 金 利 息 ） ( 77,948 ) ( 79,356 ) ( △ 1,408 ) ( 159,619 )

（うち有価証券利息配当金） ( 6,117 ) ( 7,306 ) ( △ 1,189 ) ( 14,559 )

役 務 取 引 等 収 益 20,194 19,210 984 40,764

特 定 取 引 収 益 438 244 194 771

そ の 他 業 務 収 益 8,076 14,695 △ 6,619 20,169

そ の 他 経 常 収 益 11,575 4,764 6,811 9,945

82,693 92,334 △ 9,641 168,717

資 金 調 達 費 用 3,185 4,709 △ 1,524 8,806

（う ち 預 金 利 息 ） ( 1,125 ) ( 1,425 ) ( △ 300 ) ( 2,577 )

役 務 取 引 等 費 用 5,052 4,698 354 11,492

特 定 取 引 費 用 31 1 30 -             

そ の 他 業 務 費 用 3,874 7,882 △ 4,008 13,536

営 業 経 費 42,758 46,377 △ 3,619 90,264

そ の 他 経 常 費 用 27,790 28,665 △ 875 44,617

42,936 34,042 8,894 78,697

1,710 3,205 △ 1,495 5,144

651 2,491 △ 1,840 3,273

43,996 34,756 9,240 80,569

4,889 71 4,818 3,596

12,667 14,605 △ 1,938 29,562

26,439 20,079 6,360 47,409

44,453 6,013 38,440 6,013

-             84 △ 84 84

△ 83 △ 20 △ 63 262

-             1 △ 1 1

34,842 -             34,842 －

35,968 26,155 9,813 53,769

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成15年度
（要約）科 目 平成16年

中間期（A）
平成15年
中間期（B）

比     較
（A）－（B）

中間（当期）未処分利益

中 間 （当 期 ）純 利 益

前 期 繰 越 利 益

土地再評価差額金取崩額

合併による未処分利益受入額

自 己 株 式 処 分 差 損

自 己 株 式 消 却 額

特 別 損 失

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

　　（ ３８ ）－了


